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１ 

大磯町町税条例等の一部を改正する条例 

 

１ 改正概要 

  近年の地方税制改正に関連して、地方税法の規定が改正されたことに伴い、個人町民

税における控除対象配偶者の定義の変更、法人町民税における税率の引下げ、固定資産

税におけるわがまち特例の見直し等、軽自動車税において創設された環境性能割・種別

割に関し必要となる規定の整備を行うため、規定の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

 

(1) 町民税 

 

  ア 個人町民税均等割の非課税に関する規定の改正【施行日：平成31年１月１日】 

    控除対象配偶者の定義が改正され、現行の「控除対象配偶者」に該当するものの

名称が「同一生計配偶者」に改められたことに伴い、町税条例においても同様の改

正を行います。 

 

  イ 法人町民税法人税割の税率に関する規定の改正【施行日：平成31年10月１日】 

地域間の税源の偏在性を是正することを目的に、消費税率（国・地方）が10パー

セントとなる段階において、法人町民税法人税割の税率が引き下げられます。その

引下げ相当分が国税化され、地方交付税として市町村に分配されます。 

法人の区分 

（資本金の額又は出資金の額等） 
現行 改正後 差 

１億円未満 9.7％ 6.0％ 

▲3.7ポイント １億円以上10億円未満 10.9％ 7.2％ 

10億円以上 12.1％ 8.4％ 

   ※ 平成31年10月１日以後に開始する事業年度から適用 

  （現在）        （消費税率 10％の段階）  
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国 税 
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２ 

 (2) 固定資産税 

 

  ア 固定資産税（償却資産）の地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）※ 

 の見

直し及び削除【施行日：この条例の公布の日】 

※ 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例） 

国が一律で定めていた特例措置の内容を、地方団体が自主的に判断し、条例で決定

できるようにする措置をいう。 

 

   (ｱ) 汚水・廃液処理施設（水質汚濁防止法） 

現行（※１） 改正案（※２） 

旧参酌基準 条例割合 新参酌基準 条例割合 

1/3を参酌して1/6以上1/2

以下の範囲内において市

町村の条例で定める割合 

1/3 

1/2を参酌して1/3以上2/3

以下の範囲内において市町

村の条例で定める割合 

1/2 

※１ 対象：償却資産（H26.4.1～H30.3.31に取得）、特例期間：期限なし 

※２ 対象：償却資産（H30.4.1～H32.3.31に取得）、特例期間：期限なし 

※３ 「条例割合」とは、課税標準額に乗ずる割合のこと。この場合の固定資産

税額は、課税標準額に条例割合を乗じた額に対し、税率を掛けた金額となる。

（以下同様） 

 

   (ｲ) 特定再生可能エネルギー発電設備 

 

ａ 現行 

区分 旧参酌基準 条例割合 

太陽光 2/3を参酌して1/2以上5/6以

下の範囲内において市町村の

条例で定める割合 

1/2 

風力 
1/2 

水力 1/2を参酌して1/3以上2/3以

下の範囲内において市町村の

条例で定める割合 

1/3 

地熱 1/3 

バイオマス（20,000kW未満） 1/3 

※ 対象：償却資産（H28.4.1～H30.3.31に取得）、特例期間：３年度分 

※ 「太陽光」は、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法」の認定を受けたものを除く（売電は除き、自家消費を目的と

した再生可能エネルギー発電設備を導入する事業者が対象）。 

※ 「風力」、「水力」、「地熱」及び「バイオマス」は、売電が対象。 

 

 



３ 

ｂ 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 対象：償却資産（H30.4.1～H32.3.31に取得）、特例期間：３年度分 

※ 「太陽光」等の対象は、現行と同様。 

 

   (ｳ) 特定有害物質排出抑制施設（土壌汚染対策法） 

     平成30年４月１日付けで特例措置が廃止されたため、関連規定を削除します。 

 

(3) 軽自動車税 

 

  ア 軽自動車税に係る環境性能割及び種別割に係る規定の改正 

【施行日：平成31年10月１日】 

自動車取得税（県税）が廃止され、新たに「環境性能割」が創設されるとともに、

現行の軽自動車税が「種別割」となることに伴い、関連規定の追加等を行います。 

「環境性能割」は、軽自動車の取得時に、取得価額にそれぞれの燃費基準に応じ

た税率を乗じた額を課すものであり、税率等の必要事項を条例に定めます。 

なお、当分の間は、自動車税環境性能割（県税）と併せて、神奈川県が賦課徴収

等の事務を行います。 

 【環境性能割の税率表】 

区分 税率（自家用車） 

電気自動車等 
非課税 

H32燃費基準+10％達成かつ平成17年排出ガス基準75％低減達成車 

H32燃費基準達成かつ平成17年排出ガス基準75％低減達成車 1.0％ 

上記以外の車 2.0％ 

区分 新参酌基準 条例割合 

太陽光（1,000kW未満） 2/3を参酌して1/2以上5/6以

下の範囲内において市町村の

条例で定める割合 

1/2 

風力（20kW以上） 1/2 

水力（5,000kW以上） 1/2【縮減】 

地熱（1,000kW未満） 1/2【縮減】 

バイオマス（10,000kW 

以上20,000kW未満） 
1/2【縮減】 

太陽光（1,000kW以上） 3/4を参酌して7/12以上11/12

以下の範囲内において市町村

の条例で定める割合 

7/12【縮減】 

風力（20kW未満） 
7/12【縮減】 

水力（5,000kW未満） 1/2を参酌して1/3以上2/3以

下の範囲内において市町村の

条例で定める割合 

1/3 

地熱（1,000kW以上） 1/3 

バイオマス（10,000kW未満） 1/3 



４ 

(4) 規定の整備 

 

ア 制定附則※ 

 ・改正附則※ 

 の整理【施行日：この条例の公布の日】 

    税目ごとに関連する規定をまとめる等の整理を行うとともに、特例措置が終了す

るなどして効力を失った規定を削除します。 

※ 制定附則 

  条例の制定当初に規定された附則をいい、条例本則で規定された事項に関する特例

や暫定措置を定めるもの。 

※ 改正附則 

  一部改正条例の附則をいい、条例の一部改正の際に必要となる特例や暫定措置等を

定めるもの。 

 

  イ 引用条項の整理【施行日：この条例の公布の日、平成31年４月１日】 

    法令等の改正に伴う引用条項の整理を行います。 

 

  ウ 用字・用語の整理【施行日：この条例の公布の日】 

    条例で用いられている用語について、法令等で一般的に用いられている表現に合

わせます。 



 

大磯町町税条例 新旧対照表（一部改正条例第１条関係：公布の日時点） 

改正案 現行 

目次 省略 

   第１章 総則 

第１条・第２条 省略 

（町が課する税目） 

第３条 町は、普通税として、次に掲げるものを課する。 

(1)～(5) 省略 

２ 町は、目的税として、入湯税を課する。 

第４条～第６条 省略 

（課税漏れ等に係る町税の取扱い） 

第７条 町長は、課税漏れに係る町税又は偽りその他不正の行為により免れ

た町税があることを発見した場合においては、課税すべき年度（法人税割

にあっては、その課税標準の算定期間の末日現在）の税率によってその金

額を直ちに徴収する。 

第７条の２～第７条の６ 省略 

（納税証明事項等） 

第８条 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の９第２号に規定する条例で定める事項は、道路運送車両

法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は

２輪の小型自動車について天災その他やむを得ない理由により軽自動車税

を滞納している場合においてその旨とする。 

２ 法第20条の10の納税証明書の交付手数料は、大磯町手数料条例（平成12

年大磯町条例第２号）に定めるところによる。ただし、道路運送車両法第

97条の２に規定する証明書については、交付手数料を徴収しない。 

 

   第２章 普通税 

    第１節 町民税 

第８条の２～第10条 省略 

（法人の均等割の税率） 

第11条 法人の均等割の税率は、次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、

それぞれ当該右欄に定める額とする。 

目次 省略 

   第１章 総則 

第１条・第２条 省略 

（町が課する税目） 

第３条 町は普通税として、次に掲げるものを課する。 

(1)～(5) 省略 

２ 町は目的税として、入湯税を課する。 

第４条～第６条 省略 

（課税漏れ等に係る町税の取扱い） 

第７条 町長は、課税漏れに係る町税又は詐偽その他不正の行為により免れ

た町税があることを発見した場合においては、課税すべき年度（法人税割

にあっては、その課税標準の算定期間の末日現在）の税率によってその金

額を直ちに徴収する。 

第７条の２～第７条の６ 省略 

（納税証明事項等） 

第８条 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和26年

法律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自

動車について天災その他やむを得ない理由により軽自動車税を滞納してい

る場合においてその旨とする。 

２ 法第20条の10の納税証明書の交付手数料は、証明、閲覧及び謄抄本手数

料に関する条例（昭和30年大磯町条例第25号）の定めるところによる。た

だし、道路運送車両法第97条の２に規定する証明書については交付手数料

を徴収しない。 

   第２章 普通税 

    第１節 町民税 

第８条の２～第10条 省略 

 （法人の均等割の税率） 

第11条 法人の均等割の税率は、次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、

それぞれ当該右欄に定める額とする。 

 

５
 



 

 

改正案 現行 

 

法人の区分 税率 

(1)  省略 

 ア～オ 省略 

省略 

(2)  省略 省略 

(3)  省略 省略 

(4)  省略 省略 

(5)  省略 省略 

(6)  省略 省略 

(7)  省略 省略 

(8)  省略 省略 

(9)  省略 省略 

２ 省略 

第12条 省略 

（法人の町民税の課税の特例） 

第12条の２ 省略 

２ 前項の規定を適用する場合において、資本金等の額が１億円未満又は１

億円以上10億円未満であるかどうかの判定は、各事業年度又は各連結事業

年度の終了の日（法第321条の８第１項前段の規定（法人税法第72条第１項

又は同法第144条の４第１項の規定が適用される場合に限る。）により申告

納付すべき法人の町民税にあっては、その事業年度の開始の日から６か月

の期間の末日）の現況による。 

 

 

（寄附金税額控除の対象とする寄附金） 

第12条の３ 法第314条の７第１項第３号に規定する条例で定める寄附金は、

神奈川県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体で神奈川県が指定す

るものに対する次に掲げる寄附金で、住民の福祉の増進に寄与すると認め

られるものとする。 

(1)・(2) 省略 

 

法人の区分 税率 

１ 省略 

 ア～オ 省略 

省略 

２ 省略 省略 

３ 省略 省略 

４ 省略 省略 

５ 省略 省略 

６ 省略 省略 

７ 省略 省略 

８ 省略 省略 

９ 省略 省略 

２ 省略 

第12条 省略 

（法人の町民税の課税の特例） 

第12条の２ 省略 

２ 前項の規定を適用する場合において、資本金等の額が１億円未満又は１

億円以上10億円未満であるかどうかの判定は、各事業年度又は各連結事業

年度の終了の日（法第321条の８第１項前段の規定（法人税法第71条第１項

（同法第72条第１項の規定が適用される場合及び同法第145条においてこ

れらの規定を準用する場合を含む。）又は第88条の規定が適用される場合

に限る。）により申告納付すべき法人の町民税にあっては、その事業年度

又は各連結事業年度開始の日から６か月を経過した期間の末日）の現況に

よる。 

（寄附金税額控除の対象とする寄附金） 

第12条の３ 法第314条の７第１項第３号に規定する条例で定める寄附金は、

神奈川県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体で神奈川県が指定す

るものに対する次に掲げる寄附金で、住民の福祉の増進に寄与すると認め

られるもの。 

(1)・(2) 省略 

６
 



 

 

改正案 現行 

第13条 省略 

（個人の町民税の納期） 

第14条 普通徴収の方法によって徴収する個人の町民税の納期は、次のとお

りとする。 

第１期 ６月１日から同月30日まで 

第２期 ８月１日から同月31日まで 

第３期 10月１日から同月31日まで 

第４期 12月１日から同月28日まで 

２ 省略 

第15条～第17条 省略 

    第２節 固定資産税 

第18条 省略 

（固定資産税の非課税等の申告） 

第18条の２ 法第348条第２項第３号、第９号から第10号の９まで、第11号の

３、第11号の４又は第12号の固定資産について同項本文の規定の適用を受

けようとする者は、当該固定資産の用途その他町長が必要があると認める

事項を記載した申告書を町長に提出しなければならない。この場合におい

て、当該各号に掲げる固定資産が当該固定資産の使用者の所有に属しない

ものであるときは、当該固定資産を当該使用者に無料で使用させているこ

とを証明する書類を添付しなければならない。 

２ 前項の規定により、申告書を提出した固定資産で法第348条第２項本文の

規定の適用を受けるものについて、同項各号に掲げる用途に供しないこと

となった場合又は有料で使用させることとなった場合においては、当該固

定資産の所有者は、その旨を直ちに町長に申告しなければならない。 

第18条の３～第20条 省略 

（法第352条の２第５項及び第６項の規定による固定資産税額の按
あん

分の申

出） 

第20条の２ 省略 

２・３ 省略 

４ 前３項の申出書には、当該申出が当該共用土地納税義務者又は特定被災

共用土地納税義務者（前項の規定により読み替えて適用される第２項の申 

第13条 省略 

（個人の町民税の納期） 

第14条 普通徴収の方法によって徴収する個人の町民税の納期は次のとおり

とする。 

第１期 ６月１日から同月30日まで 

第２期 ８月１日から同月31日まで 

第３期 10月１日から同月31日まで 

第４期 12月１日から同月28日まで 

２ 省略 

第15条～第17条 省略 

    第２節 固定資産税 

第18条 省略 

（固定資産税の非課税等の申告） 

第18条の２ 法第348条第２項第３号、第９号から第10号の９まで、第11号の

３、第11号の４又は第12号の固定資産について同条同項本文の規定の適用

を受けようとする者は、当該固定資産の用途その他町長が必要があると認

める事項を記載した申告書を町長に提出しなければならない。この場合に

おいて、当該各号に掲げる固定資産が当該固定資産の使用者の所有に属し

ないものであるときは、当該固定資産を当該使用者に無料で使用させてい

ることを証明する書類を添付しなければならない。 

２ 前項の規定により、申告書を提出した固定資産で法第348条第２項の規定

の適用を受けるものについて、当該各号に掲げる用途に供しないこととな

った場合又は有料で使用させることとなった場合においては、当該固定資

産の所有者は、その旨を直ちに町長に申告しなければならない。 

第18条の３～第20条 省略 

（法第352条の２第５項及び第６項の規定による固定資産税額の按分
 

の申

出） 

第20条の２ 省略 

２・３ 省略 

４ 前３項の申出書には、当該申出が当該共用土地納税義務者又は特定被災

共用土地納税義務者（前項の規定により読み替えて適用される第２項の申 

７
 



 

 

改正案 現行 

出書にあっては、特定仮換地等納税義務者）全員の合意に基づくものであ

る旨を証する書類を添付しなければならない。 

第21条・第22条 省略 

（固定資産に関する地籍図等の様式等） 

第23条 固定資産に関する地籍図、土地使用図、土壌分類図及び家屋見取図

並びに固定資産売買記録簿その他固定資産の評価に関して必要な資料の様

式及び記載事項については、規則で定める。 

第24条～第25条 省略 

    第３節 軽自動車税 

第26条 省略 

（軽自動車税の税率） 

第27条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し、１台に

ついて、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ 省略 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を有す

るものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5メートル以下

であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距

が0.5メートル以下の３輪のものを除く。）で、総排気量が0.02リッ

トルを超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを超えるもの 年

額 3,700円 

 (2)・(3) 省略 

（軽自動車税の納期） 

第28条 軽自動車税の納期は、５月１日から同月31日までとする。 

２ 町長は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難いと認め

るときは、同項の規定にかかわらず別に納期を定めることができる。 

第29条～第31条 省略 

（原動機付自転車等の標識の交付等） 

第32条 省略 

２ 法第442条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって、軽自動車税

を課することのできない原動機付自転車等の所有者又は使用者は、その主 

出書にあっては、特定仮換地等納税義務者）全員の合意に基づくものであ

る旨を証する書類を添附しなければならない。 

第21条・第22条 省略 

（固定資産に関する地籍図等の様式等） 

第23条 固定資産に関する地籍図、土地使用図、土壤分類図及び家屋見取図

並びに固定資産売買記録簿その他固定資産の評価に関して必要な資料の様

式及び記載事項については規則で定める。 

第24条～第25条 省略 

    第３節 軽自動車税 

第26条 省略 

（軽自動車税の税率） 

第27条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し、１台に

ついて、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ 省略 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（二以上の輪距を有す

る車にあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5メートル以下で

あるもの及び側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が

0.5メートル以下の３輪のものを除く。）で、総排気量が0.02リット

ルを超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを超えるもの 年額 

3,700円 

 (2)・(3) 省略 

（軽自動車税の納期） 

第28条 軽自動車税の納期は、５月１日から同月31日までとする。 

２ 町長は、特別の事情がある場合において、第１項の納期により難いと認

めるときは、同項の規定にかかわらず別に納期を定めることができる。 

第29条～第31条 省略 

（原動機付自転車等の標識の交付等） 

第32条 省略 

２ 法第442条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって、軽自動車税

を課することのできない原動機付自転車等の所有者又は使用者は、その主 

８
 



 

 

改正案 現行 

たる定置場が町内に所在することとなったときは、その理由が発生した日

から15日以内に、町長に対し、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動

機付自転車等の提示をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受け

なければならない。軽自動車税を課されるべき原動機付自転車等が法第

442条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって軽自動車税を課さ

れないこととなったときにおける当該原動機付自転車等の所有者又は使

用者についても、同様とする。 

３～５ 省略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自

転車等の主たる定置場が町内に所在しないこととなったとき、当該原動機

付自転車等を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は当該原動

機付自転車等に対して軽自動車税が課されることとなったときは、その理

由が発生した日から15日以内に、町長に対し、その標識及び証明書を返納

しなければならない。 

７ 省略 

８ 第１項又は第２項の標識は、これを譲渡し、貸し付け、又は不正に使用

してはならない。 

第４節 町たばこ税 

（町たばこ税の普通徴収の納期） 

第32条の２ 普通徴収の方法によって徴収する町たばこ税の納期は、納税通

知書で定めるところによる。 

    第５節～第７節 省略 

   第３章・第４章 省略 

   第５章 罰則 

第46条 省略 

 

第47条・第48条 省略 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、昭和50年度分の町税から適用す

る。 

たる定置場が町内に所在することとなったときは、その理由が発生した日

から15日以内に町長に対し、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動機

付自転車等の提示をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受けな

ければならない。軽自動車税を課されるべき原動機付自転車等が法第442

条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって軽自動車税を課されな

いこととなったときにおける当該原動機付自転車等の所有者又は使用者に

ついても、同様とする。 

３～５ 省略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自

転車等の主たる定置場が町内に所在しないこととなったとき、当該原動機

付自転車等を所有若しくは使用しないこととなったとき又は当該原動機付

自転車等に対して軽自動車税が課されることとなったときは、その理由が

発生した日から15日以内に、町長に対し、その標識及び証明書を返納しな

ければならない。 

７ 省略 

８ 第１項又は第２項の標識は、これを譲渡し、貸付け、又は不正に使用し

てはならない。 

第４節 町たばこ税 

（町たばこ税の普通徴収の納期） 

第32条の２ 普通徴収の方法によって徴収する町たばこ税の納期は、納税通

知書の定めるところによる。 

    第５節～第７節 省略 

   第３章・第４章 省略 

   第５章 罰則 

第46条 省略 

（入湯税の特別徴収義務者に係る帳簿記載の義務違反に関する罪） 

第47条・第48条 省略 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和50年度分の町税から適用する。 

（旧条例の廃止） 

９
 



 

 

改正案 現行 

（旧条例の廃止） 

第２条 大磯町町税条例（昭和30年大磯町条例第９号。次条及び第４条にお

いて「旧条例」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

第３条 旧条例の規定により課し、又は課すべきであった町税については、

前条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第４条 この条例の施行の日前に旧条例又はこれに基づく規則の規定によっ

てした承認、指定、申告、申請、届出その他の処分又は手続でこの条例又

はこれに基づく規則に相当の規定があるものについては、前条に規定する

ものを除き、この条例又はこれに基づく規則の相当の規定によってした相

当の処分又は手続とみなす。  

（平成26年度から平成35年度までの各年度分の個人の町民税の均等割の

特例） 

第５条 平成26年度から平成35年度までの各年度分の個人の町民税の均等割

の税率は、第９条の規定にかかわらず、同条に規定する額に500円を加算し

た額とする。 

（固定資産税の課税標準の特例） 

第６条 次の各号に掲げる条例で定める割合は、当該各号に定める割合とす

る。 

 (1) 法附則第15条第２項第１号に規定する条例で定める割合 ２分の１ 

 (2) 法附則第15条第２項第２号に規定する条例で定める割合 ２分の１ 

(3) 法附則第15条第２項第６号に規定する条例で定める割合 ４分の３ 

(4) 法附則第15条第32項第１号イに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ２分の１ 

(5) 法附則第15条第32項第１号ロに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ２分の１ 

(6) 法附則第15条第32項第１号ハに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ２分の１ 

(7) 法附則第15条第32項第１号ニに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ２分の１ 

(8) 法附則第15条第32項第１号ホに規定する設備について同号に規定する 

２ 大磯町町税条例（昭和30年大磯町条例第９号。以下「旧条例」という。）

は廃止する。 

（経過規定） 

３ 旧条例の規定により課し、又は課すべきであった町税については、前項 

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この条例の施行日前に旧条例又はこれに基づく規則の規定によってした

承認、指定、申告、申請、届出その他の処分又は手続でこの条例又はこれ

に基づく規則に相当の規定があるものについては、前項に規定するものを

除き、この条例又はこれに基づく規則の相当の規定によってした相当の処

分又は手続とみなす。 

（軽自動車税の税率の特例） 

５ 昭和60年２月15日前に軽自動車税の納税義務者が取得した第27条第１号

エに掲げる軽自動車等に該当するものに対する同号の規定の適用について

は、当分の間、同号エ中「2,500円」とあるのは、「1,000円」と読み替え

るものとする。 

６ 平成元年度分及び平成２年度分の軽自動車税に限り、電気を動力源とす

る軽自動車等で内燃機関を有するもの以外のものに対する第27条及び前項

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。 

第27条第１号 1,000円 700円 

1,200円 1,100円 

1,600円 1,400円 

2,500円 2,300円 

第27条第２号 2,400円 2,200円 

3,100円 2,800円 

5,500円 5,200円 

7,200円 6,500円 

3,000円 2,900円 

4,000円 3,600円 

1,600円 1,400円 

4,700円 4,300円 
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改正案 現行 

条例で定める割合 ２分の１ 

(9) 法附則第15条第32項第２号イに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 12分の７ 

(10) 法附則第15条第32項第２号ロに規定する設備について同号に規定する 

条例で定める割合 12分の７ 

(11) 法附則第15条第32項第３号イに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ３分の１ 

(12) 法附則第15条第32項第３号ロに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ３分の１ 

(13) 法附則第15条第32項第３号ハに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合 ３分の１ 

(14) 法附則第15条第44項に規定する条例で定める割合 ３分の１ 

(15) 法附則第15条第47項に規定する条例で定める割合 零 

（固定資産税の減額に関する特例） 

第７条 法附則第15条の８第２項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

（耐震基準適合住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第８条 法附則第15条の９第１項の耐震基準適合住宅について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改

修に要した費用を証する書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第

17項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に提出しな

ければならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

第27条第３号 4,000円 3,600円 

前項 1,000円 700円 

７ 平成元年度分及び平成２年度分の軽自動車税に限り、昭和62年運輸省令

第３号による改正後の道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号） 

第31条第２項の規定の適用を受ける軽自動車のうち同項の表の第３号に掲

げるもの（同号に規定する２サイクルの原動機を有するものを除く。）で

同項及び同条第３項の基準に適合するものに対する第31条第２号の規定の

適用については、同号ア（ｳ）中「3,000円」とあるのは「2,900円」と、「4,000

円」とあるのは「3,600円」と読み替えるものとする。 

（平成10年度分の普通徴収に係る個人の町民税に関する特例） 

８ 平成10年度分の普通徴収の方法によって徴収する個人の町民税における

法附則第３条の５第１項の適用については同項中「第320条本文」とあるの

は「第320条ただし書」と、「１月中」とあるのは「12月中」とする。 

（特別土地保有税の課税標準の特例） 

９ 土地の取得の日の属する年の翌々年（当該土地の取得の日が１月１日で

ある場合にあっては、同日の属する年の翌年）の末日の属する年度以後の

年度における当該土地に対して課する特別土地保有税の課税標準は、当分 

の間、法第593条第１項の土地の取得価額又は修正取得価額（施行規則附則 

第８条の５第１項に規定する額（当該額が、次の各号に掲げる土地の区分

に応じ、当該各号に定める額を超えない場合にあっては、当該各号に掲げ

る額）をいう。）のいずれか低い金額とする。 

(1) 宅地評価土地（法附則第20条に規定する宅地評価土地をいう。以下同

じ。） 当該宅地評価土地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格に1.428を乗じて得た額 

(2) 宅地評価土地以外の土地 当該宅地評価土地以外の土地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に当該年度の初日の属する

年の前年分の当該宅地評価土地以外の土地に係る評価倍率（土地評価審

議会に係る土地の評価についての基本的事項等に関する省令（平成３年

大蔵省令第33号）第２条の規定により国税局長が国税局及び税務署にお

いて閲覧に供するものとされている土地の評価に関する事項において定

められている倍率をいう。以下同じ。）を乗じ、更に1.25を乗じて得た 
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改正案 現行 

２ 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第13項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第７条又は同法附則第３

条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12

条第17項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に提出

しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 施行規則附則第７条第13項に規定する補助の算定の基礎となった当該

耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

（平成30年度から平成32年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似

用途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

第９条 地方税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号）附則第22

条第１項の規定に基づき、平成30年度から平成32年度までの各年度分の固

定資産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（軽自動車税の税率の特例） 

第10条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽

自動車が初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の

指定（以下この条において「初回車両番号指定」という。）を受けた月か

ら起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係

る第27条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 4,600円 

第２号ア(ｳ) 6,900円 8,200円 
 

額（評価倍率の定めのない宅地評価土地以外の土地にあっては、町長が

適当であると認める率を乗じて得た額） 

（平成10年度分の個人の町民税の納期に関する特例） 

10 平成10年度分の個人の町民税に限り、第14条第１項の規定の適用につい 

ては、同項中「６月１日から同月30日まで」とあるのは、「７月１日から

同月31日まで」とする。 

（平成11年度分の用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する

固定資産税の経過措置） 

11 地方税法等の一部を改正する法律（平成10年法律第27号）附則第８条の

規定に基づき、平成11年度分の固定資産税について、法附則第18条の４の

規定は、適用しない。 

（平成12年度から平成14年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

12 地方税法等の一部を改正する法律（平成12年法律第４号）附則第10条第

１項の規定に基づき、平成12年度から平成14年度までの各年度分の固定資

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（平成15年度から平成17年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産の経過措置） 

13 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）附則第13条第

１項の規定に基づき、平成15年度から平成17年度までの各年度分の固定資

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（平成17年度分の個人の町民税の均等割の特例） 

14 平成17年度分の個人の町民税に限り、平成17年１月１日現在において、

町内に住所を有することにより均等割の納税義務を負う夫と生計を一にす

る妻で町内に住所を有するものに係る第９条の規定の適用については、同

条中「3,000円」とあるのは、「1,500円」とする。 

（平成18年度分の個人の町民税の均等割の特例） 

15 平成18年度分の個人の町民税の均等割に限り、前年の合計所得金額が125

万円以下であり、かつ、平成17年１月１日現在において年齢65歳以上であ

った者（地方税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第５号）第１条

の規定による改正後の法（以下「新法」という。）の施行地に住所を有し 
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改正案 現行 

 10,800円 12,900円 

 3,800円 4,500円 

 5,000円 6,000円 

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成28年４月１日

から平成29年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、平

成29年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 1,000円 

第２号ア(ｳ) 6,900円 1,800円 

10,800円 2,700円 

3,800円 1,000円 

5,000円 1,300円 

３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。以下この条（第５

項を除く。）において同じ。）に対する第27条の規定の適用については、

当該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には、平成29年度分の軽自動車税に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 2,000円 

第２号ア(ｳ) 6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 

3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第27条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には、平成29年度分の軽自動車税に

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

ない者を除く。）に係る新条例第９条の規定の適用については、同条中

「3,000円」とあるのは、「1,000円」とする。 

（平成19年度分の個人の町民税の均等割の特例） 

16 平成19年度分の個人の町民税の均等割に限り、前年の合計所得金額が125 

万円以下であり、かつ、平成17年１月１日現在において年齢65歳以上であ

った者（新法の施行地に住所を有しない者を除く。）に係る新条例第９条

の規定の適用については、同条中「3,000円」とあるのは、「2,000円」と

する。 

（住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告） 

17 法附則第15条の９第１項の耐震基準適合住宅について、同項の規定の適 

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改修に

要した費用を証する書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第24項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

（平成18年度から平成20年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

18 地方税法等の一部を改正する法律（平成18年法律第７号）附則第15条第

１項の規定に基づき、平成18年度から平成20年度までの各年度分の固定資

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（平成21年度から平成23年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

19 地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第９条第 
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改正案 現行 

第２号ア(ｲ) 3,900円 3,000円 

第２号ア(ｳ) 6,900円 5,200円 

 10,800円 8,100円 

 3,800円 2,900円 

 5,000円 3,800円 

５ 法附則第30条第６項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日

から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成

30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成

31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分

の軽自動車税に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

６ 法附則第30条第７項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日

から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成

30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成

31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分

の軽自動車税に限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第30条第８項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第27条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、第４

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

（特別土地保有税の課税標準の特例） 

第11条 土地の取得の日の属する年の翌々年（当該土地の取得の日が１月１

日である場合にあっては、同日の属する年の翌年）の末日の属する年度以

後の年度における当該土地に対して課する特別土地保有税の課税標準は、 

１項の規定に基づき、平成21年度から平成23年度までの各年度分の固定資 

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（平成24年度から平成26年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

20 地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平 

成24年法律第17号）附則第10条第１項の規定に基づき、平成24年度から平

成26年度までの各年度分の固定資産税について、法附則第18条の３の規定

は、適用しない。 

（平成26年度から平成35年度までの各年度分の個人の町民税の均等割の特

例） 

21 平成26年度から平成35年度までの各年度分の個人の町民税の均等割の税

率は、第９条の規定にかかわらず、同条に規定する額に500円を加算した額

とする。 

（固定資産税の課税標準の特例） 

22 法附則第15条第２項第７号に規定する条例で定める割合は、４分の３と

する。 

（固定資産税の課税標準の特例） 

23 法附則第15条第２項第１号に規定する条例で定める割合は、３分の１と

する。 

24 法附則第15条第２項第２号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

25 法附則第15条第２項第３号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

（耐震基準適合家屋に対する固定資産税の減額の適用を受けようとする者

がすべき申告） 

26 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第11項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第 
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改正案 現行 

当分の間、法第593条第１項の土地の取得価額又は修正取得価額（施行規

則附則第８条の５第１項に規定する額（当該額が、次の各号に掲げる土地

の区分に応じ、当該各号に定める額を超えない場合にあっては、当該各号

に掲げる額）をいう。）のいずれか低い金額とする。 

(1) 宅地評価土地（法附則第20条に規定する宅地評価土地をいう。以下同

じ。） 当該宅地評価土地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格に1.428を乗じて得た額 

(2) 宅地評価土地以外の土地 当該宅地評価土地以外の土地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に当該年度の初日の属する

年の前年分の当該宅地評価土地以外の土地に係る評価倍率（土地評価審

議会に係る土地の評価についての基本的事項等に関する省令（平成３年

大蔵省令第33号）第２条の規定により国税局長が国税局及び税務署にお

いて閲覧に供するものとされている土地の評価に関する事項において定

められている倍率をいう。以下同じ。）を乗じ、更に1.25を乗じて得た

額（評価倍率の定めのない宅地評価土地以外の土地にあっては、町長が

適当であると認める率を乗じて得た額） 

24項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に提出しな

ければならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 施行規則附則第７条第11項に規定する補助の算定の基礎となった当該

耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

（軽自動車税の税率の特例） 

27 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動

車が初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の指定

（以下「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して14年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第27条の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第27条第２号ア(ｲ) 3,900円 4,600円 

第27条第２号ア(ｳ) 6,900円 8,200円 

10,800円 12,900円 

3,800円 4,500円 

5,000円 6,000円 

28 法附則第30条第３項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成28年４月１日

から平成29年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合におい

て、平成29年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第27条第２号ア(ｲ) 3,900円 1,000円 

第27条第２号ア(ｳ) 6,900円 1,800円 

 10,800円 2,700円 
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改正案 現行 

  3,800円 1,000円 

 5,000円 1,300円 

29 法附則第30条第４項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。次項、第32項及び

第33項において同じ。）に対する第27条の規定の適用については、当該軽

自動車が平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に初回車両番号 

指定を受けた場合において、平成29年度分の軽自動車税に限り、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第27条第２号ア(ｲ) 3,900円 2,000円 

第27条第２号ア(ｳ) 6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 

3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 

30 法附則第30条第５項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第27条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年３月31日まで 

の間に初回車両番号指定を受けた場合において、平成29年度分の軽自動車

税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第27条第２号ア(ｲ) 3,900円 3,000円 

第27条第２号ア(ｳ) 6,900円 5,200円 

10,800円 8,100円 

3,800円 2,900円 

5,000円 3,800円 

31 法附則第30条第６項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日

から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成

30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成

31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分

の軽自動車税に限り、第28項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ 
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改正案 現行 

 る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

32 法附則第30条第７項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車に

対する第27条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日

から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成

30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成

31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分 

の軽自動車税に限り、第29項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

33 法附則第30条第８項第１号及び第２号に規定する３輪以上の軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第27条の規定の適用

については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、第30

項の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

（平成27年度から平成29年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

34 地方税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）附則第18条第

１項の規定に基づき、平成27年度から平成29年度までの各年度分の固定資

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（固定資産税の税額の特例） 

35 法附則第15条の８第４項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

（固定資産税の課税標準の特例） 

36 法附則第15条第32項第１号イに規定する条例で定める割合は、２分の１

とする。 

37 法附則第15条第32項第１号ロに規定する条例で定める割合は、２分の１

とする。 

38 法附則第15条第32項第２号イに規定する条例で定める割合は、３分の１

とする。 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1) 第１条及び第５条並びに附則（附則第３項及び附則第８項から附則第

10項までを除く。）の規定 この条例の公布の日 

(2)～(4) 省略 

（経過措置） 

２ この附則に特別の定めがあるものを除くほか、第１条の規定による改正

前の大磯町町税条例の規定により課し、又は課すべきであった町税につい

ては、なお従前の例による。 

３ 省略 

（固定資産税に係る経過措置） 

４ 平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号）第１条の規定による改正

前の地方税法（昭和25年法律第226号。以下「旧法」という。）附則第15

条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

39 法附則第15条第32項第２号ロに規定する条例で定める割合は、３分の１ 

とする。 

40 法附則第15条第32項第２号ハに規定する条例で定める割合は、３分の１

とする。 

41 法附則第15条第44項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 

（平成30年度から平成32年度までの各年度分の用途変更宅地等及び類似用

途変更宅地等に対して課する固定資産税の経過措置） 

42 地方税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第３号）附則第22条第

１項の規定に基づき、平成30年度から平成32年度までの各年度分の固定資

産税について、法附則第18条の３の規定は、適用しない。 

（固定資産税の課税標準の特例） 

43 法附則第15条第47項に規定する条例で定める割合は、零とする。 
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改正案 現行 

５ 平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に新たに取得された旧

法附則第15条第32項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して

課する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 第１条の規定による改正後の大磯町町税条例（以下「第１条改正条例」

という。）附則第９条の規定は、平成30年度から平成32年度までの各年度

分の固定資産税について適用し、平成29年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

（軽自動車税に係る経過措置） 

７ 附則第１項第１号に規定する施行の日から平成31年９月30日までの期間

における、平成27年３月31日以前に初めて道路運送車両法第60条第１項後

段の規定による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課す

る軽自動車税に係る第１条改正条例第27条及び第１条改正条例附則第10条

第１項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１条改正条例第

27条第２号ア(ｲ) 

3,900円 3,100円 

第１条改正条例第

27条第２号ア(ｳ) 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 

第１条改正条例附

則第10条第１項 

第27条 大磯町町税条例等の一部を改正す

る条例（平成30年大磯町条例第  

号。以下この項において「平成30

年改正条例」という。）附則第７

項の規定により読み替えて適用さ

れる第27条 

第１条改正条例附

則第10条第１項の

表第２号ア(ｲ)の項 

第２号ア(ｲ) 平成30年改正条例附則第７項の規

定により読み替えて適用される第

27条第２号ア(ｲ) 

3,900円 3,100円 
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改正案 現行 

 

第１条改正条例附

則第10条第１項の

表第２号ア(ｳ)の項 

第２号ア(ｳ) 平成30年改正条例附則第７項の規

定により読み替えて適用される第

27条第２号ア(ｳ) 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 

８～10 省略 

 

 

 

20
 



 

大磯町町税条例 新旧対照表（一部改正条例第２条関係：平成31年１月１日時点） 

改正案 現行 

目次 省略 

   第１章 省略 

   第２章 普通税 

    第１節 町民税 

（個人均等割の非課税） 

第８条の２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののう

ち、前年の合計所得金額が規則で定める金額にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額（その者が同一生計配偶

者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に規則で定める金額を加えた

金額）以下である者に対しては、均等割を課さない。 

第９条～第17条 省略 

    第２節～第７節 省略 

   第３章～第５章 省略 

附 則 省略 

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1) 省略 

(2) 第２条の規定 平成31年１月１日 

(3)・(4) 省略 

２～10 省略 

目次 省略 

   第１章 省略 

   第２章 普通税 

    第１節 町民税 

（個人均等割の非課税） 

第８条の２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののう

ち、前年の合計所得金額が規則で定める金額にその者の控除対象配偶者及

び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額以下である者に対して

は、均等割を課さない。 

 

第９条～第17条 省略 

    第２節～第７節 省略 

   第３章～第５章 省略 

   附 則 省略 
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大磯町町税条例 新旧対照表（一部改正条例第３条関係：平成31年４月１日時点） 

改正案 現行 

目次 省略 

本則 省略 

   附 則 

第１条～第５条 省略 

（固定資産税の課税標準の特例） 

第６条 次の各号に掲げる条例で定める割合は、当該各号に定める割合とす

る。 

 (1)～(13) 省略 

(14) 法附則第15条第43項に規定する条例で定める割合 ３分の１ 

(15) 法附則第15条第46項に規定する条例で定める割合 零 

第７条～第11条 省略 

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1)・(2) 省略 

(3) 第３条の規定 平成31年４月１日 

(4) 省略 

２～10 省略 

目次 省略 

本則 省略 

   附 則 

第１条～第５条 省略 

（固定資産税の課税標準の特例） 

第６条 次の各号に掲げる条例で定める割合は、当該各号に定める割合とす

る。 

 (1)～(13) 省略 

(14) 法附則第15条第44項に規定する条例で定める割合 ３分の１ 

(15) 法附則第15条第47項に規定する条例で定める割合 零 

第７条～第11条 省略 
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大磯町町税条例 新旧対照表（一部改正条例第４条関係：平成31年10月１日時点） 

改正案 現行 

目次 省略 

第１章 総則 

第１条～第７条の６ 省略 

（納税証明事項等） 

第８条 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の９第２号に規定する条例で定める事項は、道路運送車両

法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は

２輪の小型自動車について天災その他やむを得ない理由により種別割を滞

納している場合においてその旨とする。 

２ 省略 

第２章 普通税 

第１節 町民税 

第８条の２～第11条 省略 

（法人税割の税率） 

第12条 法人税割の税率は、100分の8.4とする。 

（法人の町民税の課税の特例） 

第12条の２ 次の各号に掲げる法人（法人税法第４条の７に規定する受託法

人を除く。）に対する各事業年度又は各連結事業年度における法人税割額

は、前条の規定を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に次の

各号に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる率を乗じて得

た額に相当する額を控除した金額とする。 

(1) 資本金等の額が１億円未満である法人 資本若しくは出資を有しない

法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）又は人格のない社団等 

8.4分の2.4 

(2) 資本金等の額が１億円以上10億円未満の法人 8.4分の1.2 

２ 省略 

第12条の３～第17条 省略 

第２節 省略 

第３節 軽自動車税 

（環境性能割の税率） 

第26条 次の各号に掲げる３輸以上の軽自動車に対して課する環境性能割の 

目次 省略 

第１章 総則 

第１条～第７条の６ 省略 

（納税証明事項等） 

第８条 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の９第２号に規定する条例で定める事項は、道路運送車両

法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は

２輪の小型自動車について天災その他やむを得ない理由により軽自動車税

を滞納している場合においてその旨とする。 

２ 省略 

第２章 普通税 

第１節 町民税 

第８条の２～第11条 省略 

（法人税割の税率） 

第12条 法人税割の税率は、100分の12.1とする。 

（法人の町民税の課税の特例） 

第12条の２ 次の各号に掲げる法人（法人税法第４条の７に規定する受託法

人を除く。）に対する各事業年度又は各連結事業年度における法人税割額

は、前条の規定を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に次の

各号に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる率を乗じて得

た額に相当する額を控除した金額とする。 

(1) 資本金等の額が１億円未満である法人 資本若しくは出資を有しない

法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）又は人格のない社団等 

12.1分の2.4 

(2) 資本金等の額が１億円以上10億円未満の法人 12.1分の1.2 

２ 省略 

第12条の３～第17条 省略 

第２節 省略 

第３節 軽自動車税 

（軽自動車税の課税免除） 

第26条 原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車 
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改正案 現行 

 税率は、当該各号に定める率とする。 

(1) 法第451条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定

の適用を受けるもの 100分の１ 

(2) 法第451条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定

の適用を受けるもの 100分の２ 

(3) 法第451条第３項の規定の適用を受けるもの 100分の３ 

（環境性能割の申告納付） 

第26条の２ 環境性能割の納税義務者は、法第454条第１項各号に掲げる３輸

以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行規

則第33号の４様式による申告書を町長に提出するとともに、その申告に係

る環境性能割額を納付しなければならない。 

２ ３輸以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、

法第454条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、施行規則第33号の４様式による報告書を町長に提出しなければならな

い。 

（環境性能割の減免） 

第26条の３ 町長は、次に掲げる３輪以上の軽自動車のうち必要と認めるも

のに対し、環境性能割を減免することができる。 

(1) 公益のため直接専用するものと認められるもの 

(2) 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又

は精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という。）が

所有するもの（身体障害者で年齢18歳未満のもの又は精神障害者と生計

を一にする者が所有するものを含む。）で、当該身体障害者、当該身体

障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」という。）のために

当該身体障害者等と生計を一にする者又は当該身体障害者等（身体障害

者等のみで構成される世帯の者に限る。以下この号において同じ。）の

ために当該身体障害者等を常時介護する者が運転するもの（１台に限

る。） 

(3) その構造が専ら身体障害者等の利用に供するためのものであるもの 

(4) その他特別の理由があると認められるもの 

（以下「軽自動車等」という。）のうち商品であって使用しないものにつ

いては、軽自動車税を課さない。 
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改正案 現行 

２ 前項第３号に規定する３輪以上の軽自動車について環境性能割の減免を

受けようとする者は、町長に対して、当該３輪以上の軽自動車の提示（町

長が、当該３輪以上の軽自動車の提示に代わると認める書類の提出がある

場合には、当該書類の提出）をしなければならない。 

３ 第17条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定による環境性能割の減

免について準用する。 

（種別割の課税免除） 

第26条の４ 原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自

動車（以下「軽自動車等」という。）のうち商品であって使用しないもの

については、種別割を課さない。 

（種別割の税率） 

第27条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台

について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 省略 

(2) 軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 

(ｱ)・(ｲ) 省略 

(ｳ) ４輪以上のもの 

ａ 乗用のもの 

営業用 年額 6,900円 

自家用 年額 10,800円 

ｂ 貨物用のもの 

営業用 年額 3,800円 

自家用 年額 5,000円 

イ 省略 

(3) 省略 

（種別割の納期） 

第28条 種別割の納期は、５月１日から同月31日までとする。 

２ 省略 

（種別割に関する申告） 

第29条 種別割の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者（以下「軽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の税率） 

第27条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し、１台に

ついて、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 省略 

(2) 軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 

(ｱ)・(ｲ) 省略 

(ｳ) ４輪以上のもの 

乗用のもの 

営業用 年額 6,900円 

自家用 年額 10,800円 

貨物用のもの 

営業用 年額 3,800円 

自家用 年額 5,000円 

  イ 省略 

(3) 省略 

（軽自動車税の納期） 

第28条 軽自動車税の納期は、５月１日から同月31日までとする。 

２ 省略 

（軽自動車税に関する申告） 

第29条 軽自動車税の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者（以 
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自動車等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有者等となった日か

ら15日以内に、軽自動車又は２輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっ

ては施行規則第33号の４の２様式による申告書を、原動機付自転車又は小

型特殊自動車（以下「原動機付自転車等」という。）の所有者又は使用者

にあっては施行規則第33号の５様式による申告書及びその者の住所を証

明すべき書類を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更があった場合

においては、その事由が生じた日から15日以内に、当該変更があった事項

について軽自動車又は２輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっては施

行規則第33号の４の２様式による申告書を、原動機付自転車等の所有者又

は使用者にあっては施行規則第33号の５様式による申告書を町長に提出し

なければならない。ただし、次項の規定により申告書を提出すべき場合に

ついては、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有者等でなく

なった日から30日以内に、軽自動車又は２輪の小型自動車の所有者又は使

用者であった者にあっては施行規則第33号の４の２様式による申告書を、

原動機付自転車等の所有者又は使用者であった者にあっては施行規則第34

号様式による申告書を町長に提出しなければならない。 

（種別割に関する報告） 

第30条 法第444条第１項に規定する軽自動車等の売主は、町長から当該軽自

動車等の買主の住所又は居所が不明であることを理由として請求があった

場合には、当該請求があった日から15日以内に当該軽自動車等の買主の住

所又は居所その他当該軽自動車等に対して課する種別割の賦課徴収に関

し、町長が必要と認める事項を町長に報告しなければならない。 

（種別割の減免） 

第31条 第26条の３の規定は、種別割の減免について準用する。この場合に

おいて、同条中「環境性能割」とあるのは「種別割」と、「３輪以上の軽

自動車」とあるのは「軽自動車等」と読み替えるものとする。 

下「軽自動車等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有者等となっ

た日から15日以内に、施行規則に定める申告書並びにその者の住所を証明

すべき書類を町長に提出しなければならない。 

 

 

 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更があった場合

においては、その事由が生じた日から15日以内に、当該変更があった事項

について施行規則に定める申告書を町長に提出しなければならない。ただ

し、次項の規定により申告書を提出すべき場合については、この限りでな

い。 

 

 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有者等でなく

なった日から30日以内に、施行規則に定める申告書を町長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 

（軽自動車税に関する報告） 

第30条 法第442条の２第２項に規定する軽自動車等の売主は、町長から当該

軽自動車等の買主の住所又は居所が不明であることを理由として請求があ

った場合には、当該請求があった日から15日以内に当該軽自動車等の買主

の住所又は居所その他当該軽自動車等に対して課する軽自動車税の賦課徴

収に関し、町長が必要と認める事項を町長に報告しなければならない。 

（軽自動車税の減免） 

第31条 町長は、次の各号のいずれかに該当する軽自動車等のうち必要があ

ると認めるものに対し、軽自動車税を減免することができる。 

(1) 公益のため直接専用するものと認められる軽自動車等 

(2) 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又

は精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という。）が

所有する軽自動車等（身体障害者で年齢18歳未満のもの又は精神障害者 
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（原動機付自転車等の標識の交付等） 

第32条 新たに原動機付自転車等に係る軽自動車等の所有者等となった者

は、町長に対し、第29条第１項の申告書を提出する際、当該原動機付自転

車等の提示（町長が、当該原動機付自転車等の提示に代わると認める書類

の提出がある場合には、当該書類の提出。次項において同じ。）をして、

その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなければならない。ただし、

町長がやむを得ない理由があると認める場合は、この限りでない。 

 

２ 法第443条第３項ただし書又は法第445条の規定によって、種別割を課す

ることのできない原動機付自転車等の所有者又は使用者は、その主たる定

置場が町内に所在することとなったときは、その理由が発生した日から15

日以内に、町長に対し、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自

転車等の提示をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなけれ

ばならない。種別割を課されるべき原動機付自転車等が法第443条第３項た 

と生計を一にする者が所有する軽自動車等を含む。）で、当該身体障害者、

当該身体障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」という。）の

ために当該身体障害者等と生計を一にする者又は当該身体障害者等（身体

障害者等のみで生活する者に限る。）のために当該身体障害者等（身体障

害者等のみで生活する者に限る。）を常時介護する者が運転するもののう

ち、町長が必要と認めるもの（１台に限る。） 

(3) その構造が専ら身体障害者等の利用に供するためのものである軽自動

車等 

(4) その他特別の理由があると認められる軽自動車等 

２ 前項第２号の規定により軽自動車税の減免を受けようとする者は、町長

が必要と認める書類を提示しなければならない。 

３ 第１項第３号の規定により軽自動車税の減免を受けようとする者は、町

長に対して、当該軽自動車等の提示（町長が、当該軽自動車等の提示に代

わると認める書類の提出がある場合には、当該書類の提出）をしなければ

ならない。 

４ 第17条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定による軽自動車税の減

免について準用する。 

（原動機付自転車等の標識の交付等） 

第32条 新たに原動機付自転車又は小型特殊自動車（以下「原動機付自転車

等」という。）に係る軽自動車等の所有者等となった者は、町長に対し、

第29条第１項の申告書を提出する際、当該原動機付自転車等の提示（町長

が、当該原動機付自転車等の提示に代わると認める書類の提出がある場合

には、当該書類の提出。次項において同じ。）をして、その車体に取り付

けるべき標識の交付を受けなければならない。ただし、町長がやむを得な

い理由があると認める場合は、この限りでない。 

２ 法第442条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって、軽自動車税

を課することのできない原動機付自転車等の所有者又は使用者は、その主

たる定置場が町内に所在することとなったときは、その理由が発生した日

から15日以内に、町長に対し、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動

機付自転車等の提示をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受け

なければならない。軽自動車税を課されるべき原動機付自転車等が法第442  
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だし書又は法第445条の規定によって種別割を課されないこととなったと

きにおける当該原動機付自転車等の所有者又は使用者についても、同様と

する。 

３～５ 省略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自

転車等の主たる定置場が町内に所在しないこととなったとき、当該原動機

付自転車等を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は当該原動

機付自転車等に対して種別割が課されることとなったときは、その理由が

発生した日から15日以内に、町長に対し、その標識及び証明書を返納しな

ければならない。 

７・８ 省略 

第４節～第７節 省略 

   第３章・第４章 省略 

   第５章 罰則 

第46条・第47条 省略 

第48条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の過料に処する。 

(1) 省略 

(2) 法第317条の２第１項若しくは第２項、第13条第２項若しくは第３項、

法第328条の７第１項、第24条、第26条の２第１項又は第29条の規定によ

って提出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかった者 

(3)～(5) 省略 

２・３ 省略 

   附 則 

第１条～第９条 省略 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第10条 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第６条から第８

条までの規定にかかわらず、神奈川県が、自動車税の環境性能割の賦課徴

収の例により、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の課税免除の特例） 

第11条 町長は、当分の間、神奈川県知事が自動車税の環境性能割を課さな

い自動車に相当するものとして町長が定める３輪以上の軽自動車に対して 

条の２第３項ただし書又は第443条の規定によって軽自動車税を課されな

いこととなったときにおける当該原動機付自転車等の所有者又は使用者に

ついても、同様とする。 

３～５ 省略 

６ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自

転車等の主たる定置場が町内に所在しないこととなったとき、当該原動機

付自転車等を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又は当該原動

機付自転車等に対して軽自動車税が課されることとなったときは、その理

由が発生した日から15日以内に、町長に対し、その標識及び証明書を返納

しなければならない。 

７・８ 省略 

    第４節～第７節 省略 

   第３章・第４章 省略 

   第５章 罰則 

第46条・第47条 省略 

第48条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の過料に処する。 

(1) 省略 

(2) 法第317条の２第１項若しくは第２項、第13条第２項若しくは第３項、

法第328条の７第１項、第24条又は第29条の規定によって提出すべき申告

書を正当な理由がなくて提出しなかった者 

(3)～(5) 省略 

２・３ 省略 

   附 則 

第１条～第９条 省略 
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は、環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第12条 町長は、当分の間、第26条の３の規定にかかわらず、神奈川県知事

が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして町長が定

める３輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第13条 第26条の２の規定による申告納付については、当分の間、同条中「町

長」とあるのは、「神奈川県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第14条 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第26条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１号 100分の１ 100分の0.5 

第２号 100分の２ 100分の１ 

第３号 100分の３ 100分の２ 

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第26条（第３号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、当分の間、同号中「100分の３」とあるの

は、「100分の２」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第15条 町は、神奈川県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事務

を行うために要する費用を補償するため、徴収取扱費として、法附則第29

条の16第１項に掲げる金額の合計額を神奈川県に交付する。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽

自動車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（以下この条に

おいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して14年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第27条の

規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

第２号ア(ｲ) 3,900円 4,600円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の税率の特例） 

第10条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽

自動車が初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の

指定（以下この条において「初回車両番号指定」という。）を受けた月か

ら起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係

る第27条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 
第２号ア(ｲ) 3,900円 4,600円 
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第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 8,200円 

 10,800円 12,900円 

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 4,500円 

 5,000円 6,000円 

２～７ 省略 

（特別土地保有税の課税標準の特例） 

第17条 省略 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1)～(3) 省略 

(4) 第４条並びに附則第３項及び附則第８項から附則第10項までの規定 

平成31年10月１日 

２ 省略 

（町民税に係る経過措置） 

３ 第４条の規定による改正後の大磯町町税条例（以下「第４条改正条例」

という。）第12条及び第12条の２の規定は、附則第１項第４号に規定する

施行の日以後に開始する事業年度分の法人の町民税及び同日以後に開始す

る連結事業年度分の法人の町民税について適用し、同日前に開始した事業

年度分の法人の町民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の町民

税については、なお従前の例による。 

４～７ 省略 

８ 附則第１項第４号に規定する施行の日以後における、平成27年３月31日

以前に初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の指

定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する種別割に係る第４条改正条

例第27条及び第４条改正条例附則第16条第１項の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｳ) 6,900円 8,200円 

 10,800円 12,900円 

 3,800円 4,500円 

 5,000円 6,000円 

２～７ 省略 

（特別土地保有税の課税標準の特例） 

第11条 省略 
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第４条改正条例第

27条第２号ア(ｲ) 

3,900円 3,100円 

第４条改正条例第

27条第２号ア(ｳ)ａ 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

第４条改正条例第

27条第２号ア(ｳ)ｂ 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 

第４条改正条例附

則第16条第１項 

第27条 大磯町町税条例等の一部を改正す

る条例（平成30年大磯町条例第  

号。以下この項において「平成30

年改正条例」という。）附則第８

項の規定により読み替えて適用さ

れる第27条 

第４条改正条例附

則第16条第１項の

表第２号ア(ｲ)の項 

第２号ア(ｲ) 平成30年改正条例附則第８項の規

定により読み替えて適用される第

27条第２号ア(ｲ) 

3,900円 3,100円 

第４条改正条例附

則第16条第１項の

表第２号ア(ｳ)ａの

項 

第２号ア(ｳ)

ａ 

平成30年改正条例附則第８項の規

定により読み替えて適用される第

27条第２号ア(ｳ)ａ 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

第４条改正条例附

則第16条第１項の

表第２号ア(ｳ)ｂの

項 

第２号ア(ｳ)

ｂ 

平成30年改正条例附則第８項の規

定により読み替えて適用される第

27条第２号ア(ｳ)ｂ 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 

９ 第４条改正条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、附則

第１項第４号に規定する施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 
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改正案 現行 

10 第４条改正条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成32年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成31年度分まで

の軽自動車税については、なお従前の例による。 
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大磯町町税条例の一部を改正する条例 新旧対照表（一部改正条例第５条関係：公布の日時点） 

改正案 現行 

   附 則 

１～12 省略 

   附 則 

１～12 省略 

13 平成27年３月31日以前に初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定

による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動

車税に係る新条例第27条及び新条例附則第28項の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。  

新条例第27条第２

号ア（ｲ） 

3,900円 3,100円 

新条例第27条第２

号ア（ｳ） 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 

新条例附則第28項

の表以外の部分 

第27条 大磯町町税条例の一部を改正する条

例（平成26年大磯町条例第９号。以

下この条において「平成26年改正条

例」という。）附則第13項の規定に

より読み替えて適用される第27条 

新条例附則第28項

の表第27条第２号

ア（ｲ）の項 

第27条第

２号ア（ｲ） 

平成26年改正条例附則第13項の規定

により読み替えて適用される第27条

第２号ア（ｲ） 

3,900円 3,100円 

新条例附則第28項

の表第27条第２号

ア（ｳ）の項 

第27条第

２号ア（ｳ） 

平成26年改正条例附則第13項の規定

により読み替えて適用される第27条

第２号ア（ｳ） 

6,900円 5,500円 

10,800円 7,200円 

3,800円 3,000円 

5,000円 4,000円 
 

33
 



 

改正案 現行 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1) 第１条及び第５条並びに附則（附則第３項及び附則第８項から附則第

10項までを除く。）の規定 この条例の公布の日 

(2)～(4) 省略 

２～10 省略 
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